






The Implementation of the “Principle of Education”
in Teacher Education Programs in Post-War period:
Focusing on the Concept and Curriculum designed by Tsuneo Hosoya,
the First Director of the Department of Education of Tohoku University
Takuya Hisatsune
Abstract: The aim of this study is to elucidate what kind of curriculum was designed for 
post-World War II teacher education. The focus lies on Tohoku University’s Department of 
Education. I look at the role of the “principle of education” in teacher education program. The 
department is the nationwide organization that was created by the incorporation of normal 
school that is the organization of compulsory teacher training into imperial university. Looking 
the situation in the context of the reform period, the creation of the department represented 
an ideal leader in “teacher training in universities” because the university could provide high-
quality instructor education, and it was based in a research university. The following two points 
were revealed. (1) “Principle of education” was emphasized by requiring rather junior course 
than senior course. (2) Hosoya plan had the feature that it imposes many subjects related to 
teacher teaching on students. In fact, however, the curriculum with many free elective subjects 
was implemented.
Key words: Teacher Training in the University, Post War, Educational philosophy, 
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表３　学科課程（案）における小学校教員養成課程の教職科目の設定
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―　東北大学初代教育学部長細谷恒夫の理念と学科課程案から　―
　最後に取り上げるのが，「1952年度　後期課程履修
方法」である。これは大学事務が取り扱っていた教務
関連公文書に含まれていたため，実際に学生にも配布
されていた可能性が十二分にある。ここでも大きな変
更はなく，必修の選択肢に「教育課程論」が加わって
いるだけである。他の自由選択単位数も12のままとあ
る。このように，学部後期課程に学生が入ってくる段
階では，教職科目の履修基準は非常に条件が緩く設定
されるようになっていることがわかった。
３　学科課程（案）の検討２―外部の
教職課程基準案等の影響―
　第２節でみたように，1948年中に作成されたと思し
き細谷案においては，「教育原理」を４単位と設定さ
れていた。必修か選択かの違いはあるが，「私案」に
おいては後期課程での教育内容として構想されていた
とみえる。他にも学科課程の全体的特徴として，必修
の教職科目数が少なくなかった点を指摘できよう。
　ところが，充実した科目のラインナップは残しつつ
も「原案」では，「教育原理」を前期課程で履修する
設定にしている。この原因は一体どういうところに求
められるだろうか。さらに，「カリキュラム」以後は，「教
育原理」という名称は学科課程からなくなり，他の教
職科目についても自由選択のカテゴリーに多く組み込
まれている。そうした変容は如何にして生じたのであ
ろうか。本節ではこれらの点を検討するため，各史料
を，同年代に文部省等によって作成された教職課程の
基準案と比較し分析する。
３－１　「私案」と「新制大学における教職的教養基
準設定に関する提案」の比較
　ここでは出発点として，1948年３月11日付「新制大
学に於ける教職的教養基準設定に関する提案」14）を「私
案」と比較検討してみよう。上記「提案」は大学基準
協会教員養成基準分科会が採択したものである。教員
養成改革に対し実行性を持ちはしなかったが，高い教
職的教養を教員に求める新しい試みとしては注目に値
する15）。高校教員に対する基準とされているが，中学
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校・小学校教員に関しては「単位の総数及び教育実習
の単位数につき別に考慮するものとする」とされてお
り，教職課程の内容自体が大きく異なるわけではない
ことが示唆されている。
　「提案」によると，教職的課程は以下の４部門に分
かれる，とある。すなわち１．原理的部門（教育原理，
教育史），２．社会的部門（教育社会学，教育行政，
社会教育），３．心理的部門（教育心理学，発達心理学，
教育評価），４．技術的部門（教育方法論，教育指導論，
学校経営論，学科課程論，学校衛生論）である。下線
のある４科目各２単位合計８単位を必修とし，その他
に２部門にわたって８単位，これらに教育実習４単位
を加えた総計20単位を課す設定である。
　対して「私案Ａ」では必修科目を学校教育史，教育
方法論，教育内容論，教育心理学，教育行財政，教育
制度経営論，教育学演習，教育実習としており，教育
原理も選択単位となっていることから，「提案」との
共通性をあまり見出すことができない。
　「私案Ｂ」の必修科目には，教育原論，教育心理学
第一，教育心理学第二，人文科教育方法論，社会科教
育方法論，自然科教育方法論，芸能科教育方法論，職
業科教育方法論，幼少年教育論，青年教育論，特殊教
育論の総計48単位が計画されている。教育原論（原理）
は必修に載せられているものの，全体構成の違いから，
「提案」を強く意識して作成したわけではないことが
うかがえる。これらの点から，1948年夏頃までの細谷
は中央の教員養成改革動向に敏感ではなく，独自の教
員養成構想を抱いていたことが推察できよう。
３－２　「原案」と1948年９月の大学設置委員会諸基
準案の比較
　「原案」の作成年代が1948年末頃とされているので，
それ以前に大学設置委員会が作成した重要な基準案16）
「教員養成を主とする学芸大学基準（案）」（９月17日
採択），「小学校教員養成課程最低基準（案）」（９月付）
と比べてみよう。前者は教員養成大学・学部の実質的
な設置基準とされ，教員養成の目的機関としての性格
を規定していた。後者は学芸大学基準（案）と同時期
に作成されており，中学校版もある。教職科目の構成
が前者とは多少異なることもあり，分析材料に加える。
まず，両基準案における教職科目の一覧を示せば表４
のとおりである。左欄と右欄を対照すれば，「教員養
成を主とする学芸大学基準（案）」がより「原案」と
の類似性が強いとがわかる。この段階では宮城師範の
包摂も視野に入れ，義務教育教員養成のミッションを
果たすための学科課程が組まれていたことがうかがえ
る。「教育原理」については，第２節で前期課程にお
ける履修が構想されていることを確認した。「学芸大
学基準（案）」に示されていない「教育原理」がなぜ
に「原案」にあるのかは定かでないが，これは細谷の「私
案」から引き継いでいる特徴ととらえたほうが自然で
あろう。
表４　大学設置委員会基準（案）の教職科目
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３－３　「カリキュラム」と教育職員免許法施行規則
の比較
　教育職員免許法施行規則自体は「細谷文書」内に確
認できないが，教育学部の学科課程に少なからず影響
を与えたと予想される。施行規則では，小学校教諭の
教職専門科目として「教育心理学・童心理学（成長
と発達を含む），教育原理（教育課程，教育方法及び
指導を含む），教育実習について夫々４単位以上」総
計25単位が要求されている。これに対して「カリキュ
ラム」は必修に「教育社会学」「小学校の管理と経営」
を設定し，その他の選択科目12単位を課しているため，
施行規則の内容と合致はしない。この特徴が後継の51
年版・52年版履修方法にも現れていることは第２節で
みた。
　それでは施行規則の要求はどこで満たされているか
というと，それは前期課程の履修基準においてである。
1950年版の『東北大学教養部学生便覧』17）を開くと，
そこには教職専門科目だけでなく，教科専門科目につ
いても施行規則に記された内容と同一の履修規定が
敷かれていたことがわかる。1949～50年度の教育学部
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入学生は，当時の教員急需に応じて国立大学に広く設
置された「二年課程」としての性格も持ち合わせてい
た18）ため，こうした状況を招いたとみえる。
　したがって，施行規則の定める教職科目は前期課程
在籍中に修め終えることになる。つまり，教育学部後
期に進学した者は，そこで履修する教職専門科目が小
学校教諭免許状を得ることにはほとんど影響しないの
である。表１にあるように，1950年11月に入ると，小
学校教員養成課程の履修方法は「教育学部長と（宮城
師範学校から移管した）皇教授が主となって研究する
こと」となっている点は，教員養成課程の履修方法が
現実的な形に変わっていった要因とも考えられる。こ
の段階になると，「教育原理」も含めた教職科目の履
修について，学科課程からその方針はあまりうかがい
知れなくなるのである。
　ともかく，施行規則の影響力は東北大学教育学部前
期の学科課程運用において相当強いものがあったとみ
える。ところが，後期課程においては逆に免許法から
解放された自由度の高い学修を可能としていた。この
ような学科課程を定めたことは学生の自由尊重とも放
任主義ともいえよう。後期課程に学生を送り出す教育
教養部教員の間では，選択科目についての履修指針が
示されていないことが「学生が拠所を失う」19）とい
う点で問題である認識されており（学科課程研究委員
会），少なくとも放任主義を危惧する考えがあったこ
とがわかる。ただし，「各専攻において選択科目の範
囲ならびに選択方法について明確な指針を与えること
が必要である」20）という表明もされていることから，
教員養成教育の内容をある程度固定化する志向が学部
草創期から存在していたともいえよう。
おわりに
　以上，本稿では，東北大学教育学部の創設期におい
て，教員養成課程にどのような学科課程が敷かれよう
としていたのか（また実施していたのか）を，「教育
原理」科目や中央の教員養成改革動向と照らして分析・
検討した。そこから明らかになった点をまとめて，考
察を加えたい。
　1948年中ごろまでは，学科課程の作成権限は細谷が
握っており，彼の独自性が強く出ていた。それは何か
というと，教職科目の種類や単位数を多く設定してい
たことである。「教育原理」は指定の必修科目である
こともあったし，選択必修として課せられることも
あったが，いずれにしても教員養成教育の必須内容と
してラインナップにあがっていた。
　この特徴は，宮城師範学校との合併が現実味を増し
た48年末作成と思しき「原案」史料において変容を見
せる。「教育原理」は前期教養課程での履修科目になり，
後期での履修は想定されなくなる。そうなると，後期
課程における「教育原理」の履修は学生の自主性にま
つことになる。
　第１節で述べたように，前期課程を受け持つ教育教
養部は宮城師範を母体につくられることになるため，
例えば「教育原理」を前期のみで履修することになれ
ば，師範学校教員による教授が行なわれることになる。
これにより，教員養成教育において重要な科目の一つ
が戦前との連続性を強く持つことになり，細谷構想に
あった「師範学校の風潮を一掃して自由な研究と信念
を育成する（注９参照）」ことにはつながりにくい環
境をつくってしまうことが考えられる。
　教育学部学生が履修する教職科目は「教育原理」の
ほかにも多くあるが，1950年以降の学科課程を見る限
り自由選択が多く，当事者からも放任主義であること
が懸念されていた。それは，「教育原理」を含む教育
職員免許法施行規則で要求された最低限度の教職科目
を前期課程で修得し終える構造をもって学部教育が開
始されたことにも一因があろう。
　戦後教員養成の出発においては，学科課程（案）を
当初の構想を大きく転換して実際に合わせていかねば
ならず，「大学における教員養成」の具現化を期待さ
れていた東北大学といえども，教職教育の内容・配置
に関する独自の試みを行なうことには困難が伴ってい
たといえよう。本稿の残された課題として，学生の教
職課程の履修履歴調査や，教職科目の内容，それを担
当する教員の思想などを分析することが挙げられる。
【註】
1） 山田昇「教育刷新委員会におけるアカデミシャン
ズとエデュケーショニスト」『和歌山大学教育学
部紀要 教育科学』20号，1970年，pp. 87-96。
2） 高橋寛人「CIE の会議報告書からみた占領初期に
おける教師教育改革」『戦後教育史研究』第24号，
2010年，pp. 1-16。
3） 教育刷新委員会では教職教養の重要性，ひいては
教員養成を目的とする大学の必要性をめぐる対立
が収まりをみせなかった。その状況に終止符を打
つため，教養教育（リベラル・アーツ）をベース
としながらも教員養成を主たる目的とする大学を
設定してはどうかという案が務台理作より提示さ
れた。同案は「学芸大学構想」とよばれ，文学・
理学などの古典的学問に基づいている点で大学関
係委員を頷かせ，同時に教員養成もミッションと
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して外さない点で教員養成諸学校関係委員の納得
も得られた。しかしながら，そうした玉虫色の案
であったことが，当時の議論の限界を示しても
いた（浜田博文「教育刷新委員会における論議」
TEES 研究会編『「大学における教員養成」の歴
史的研究―戦後「教育学部」史研究』学文社，
2001年，第２章，pp. 77-97。
4） 実際には清算され得なかったという言説があり，
詳細に検討すべき課題である。例えば大学設置委
員会の一員として教員養成大学・学部の審査を
担った上原専禄は，師範学校の新制大学への転換
が文字通りの刷新というわけにはいかなかったこ
と，つまりは教員養成大学化を防げなかったこと
を「禍根」として次のように振返っている（上原
専禄「学問研究と教員養成」国民教育研究所『教
員養成問題 その１《課題研究報告》』私製，1963年，
東京大学教育学部図書室蔵，pp. 158-159）。
（学芸大学・学部へ―筆者補足）転換しようと
する側は，年次計画で変えていくからぜひ許可
してほしいと云ったのですが，許可を出さず転
換させなかった。しかし，いろいろの関係者か
ら苦衷を訴えられる。そんなことで二年目にと
うとう認めてしまったのです。つまり最初のア
イデアとはまるでちがったかたちで承認してし
まった，せざるをえなかった，ということの中
に，実は今日学芸大学のもっている主要な問題
の禍根がある，そう思われます。
　禍根というのは，その当時から，すでに学芸
大学・学部が教員養成大学化を目指していたと
いうことです。実は学芸大学は東大の教養学部
みたいなものを考えていたのですが，文部省も
教員養成大学という方向へ機能させようという
方面にばかり集中していった。
5） 海後（1971）の第三章「学科課程の改革」（山田
昇執筆）は，教員養成大学・学部4校の学科課程
から，学芸大学・教育学部・学芸学部それぞれの
性格を解明したが，学部の学科課程をどのように
構想していたかは東京学芸大学以外では検討して
いない。TEES 研究会（2001）は教育学部の成立
過程解明の対象数を広げて「大学における教員養
成」の課題を考察している。しかしながら，史料
上の制約もあってか，成立時の学科課程の分析に
はほとんど手が及んでいない。このほか，米国
の教師教育に戦後教員養成のベースがあるとと
らえ，CIE の会議文書や東京第一師範学校との連
携・交渉などを分析する方向性の研究もある（北
神（1994），高橋（2010），橋本（2003）など）。
6） 山崎奈々絵『戦後教員養成改革と「教養教育」』
六花出版，2017年。
7） 久恒拓也「新制大学発足時の「大学における教
員養成」体制―東北大学の教員審査書類の分析
を中心に―」『日本の教育史学』第57集，2014年，
p. 71。
8） 久恒拓也「新制総合大学における小学校教員養成
体制の実態―東北大学教育学部学生の履修分析か
ら―」『日本教師教育学会年報』第24号，2015年，
pp. 94-104。
9） 細谷構想は次の３つから成る。①教育に関する高
い水準を持った原理的研究と教育の実際を行い得
るような組織と人員を整備すること，②教育学部
の学生にできるだけ他学部の学生と同様な待遇を
与え，教員希望者に高い誇りを持たせるようにす
ること，③従来の師範学校の風潮を一掃して自由
な研究と信念を育成する学風を確立したいこと，
である（東北大学百年史編集委員会編『東北大学
百年史４　部局史１』東北大学研究教育振興財団，
2003年，pp. 375-376）。
10） 教育学部の教育制度について概述しておきたい。
前期課程に入学した者は，基本的に小学校教諭養
成課程または中学校教諭養成課程に属する。若干
名が特殊教育学科に配置される。そこで教養教育
や二級免許状取得に必要な科目を学修した。教養
部はいくつかの分校に分かれており（４校の時代
もあれば，２校の時もあった）教育学部の前期学
生のみが教育教養部で受け持たれた。他学部の前
期学生はそれぞれ別の分校に所属すること，つま
り学部による縦割りの制度を敷いていた。
　後期課程への進学を希望する者は，次の各学科
の定員の範囲内で，成績にもとづく選考により配
属される。教育科学科約20名，学校教育学科第一
部（小学校教諭養成課程）約100名，学校教育学
科第二部（中学校教諭養成課程）約80名，特殊教
育学科若干名である（東北大学教養部『昭和25年
８月 学生便覧』（東北大学史料館所蔵学内刊行物）
参照）。
11） 表２に示していない「細谷文書」所収の関連史料
は「教育学部後期二年履修方法」である。これを
分析対象から外したのは，教科専門科目の履修基
準しか記載していなかったことに因る。
12） 岩田康之「教員養成カリキュラムにおける「大学」
性」『日本教師教育学会年報』第９号，2000年，
pp. 14-20。
13） 教育学部後期の教員養成課程所属学生が配置され
─ 49 ─
戦後教員養成の出発における「教育原理」の導入に関する研究
―　東北大学初代教育学部長細谷恒夫の理念と学科課程案から　―
る学科名は「学校教育学科」である。同学科第一
部は小学校教諭，第二部は中学校教諭というよう
に区分されている。
14） 「細谷文書」7-10を参照した。大学基準協会の教
員養成基準分科会書類綴に収められているもの
（この出典情報は注15の海後編著，p. 188による）
と内容は同じ。
15） 海後宗臣編『教員養成 戦後日本の教育改革８』
東京大学出版会，1971年，pp. 174-176。
16） 本稿では「細谷文書」に含まれていた「教員養成
を主とする学芸大学基準（案）」および「小学校
教員養成課程最低基準（案）」を参照したが，両
者は国立教育政策研究所蔵「戦後教育資料」（Ⅴ
－10）に所収のものと同一である。
17） 東北大学教養部『昭和25年８月 学生便覧』（東北
大学史料館所蔵学内刊行物）p. 52。
18） 1949，50年度は入学時に四年課程と二年課程を区
別していない（東北大学百年史編集委員会編『東
北大学百年史１　通史１』東北大学研究教育振興
財団，2007年，pp. 593-594）。
19） 「教育学部学科課程研究委員会報告Ⅱ　教育学部
の課程全般に関する所見」（「細谷恒夫文書」23－
21，作成年は1950年，月日不明）より引用。委員
は長谷川松治，山口真守，村田良一，高橋金三郎）。
20） 同前。
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